
４月１５日（土）午後「全労連会館」

大ホールで電機産業政策シンポジュウム

が開催され、このシンポは、昨年から６

回に渡って関わった６団体の検討会を続

けた内容を基にして、電機・情報ユニオ

ンが主催し、全労連、東京地評、神奈川

労連、労働総研、電機懇が後援し、参加

者はＨＰで知ったとの人達も含めて１１

団体・１０職場から７２人と盛況でした。

司会は、本部の森書記長が行ない、開

会と閉会挨拶を兼ねて担当しました。

シンポの開会に当たって、全労連野村幸裕副議長が

「政策シンポに期待する」と題して報告し、労働者が

希望を持って働き続けられる産業にするために、企業

の経営努力や政府の支援も必要だと指摘しました。

最初に、電機・情報ユニオン本部の米田徳治委

員長は「電機リストラとの闘い・・資本の攻撃の

特徴と闘いの成果」と題して、分析された８種類

の資料を基にして２０１１年からの３６万人もの

人減らし実態と会社の人権無視と違法な退職強要

を国際労働基準や通達などで闘った内容を報告。

労働総研の藤田実事務局長 は

「電機産業の再生と発展を目指す産業政策」と題

してパワーポイント３０枚に整理され、労働者保

護の包括的ルールの策定や下請け企業と地域支援、

軍需でなく民需の経営、原発からの脱却を強調。

神奈川労連の山田事務局長は「労働者に展望示す政

策を」、電機懇今井代表は「東芝問題に触れて健全な

経営の構築を」、日立懇原田事務局長は「経営計画の

分析と対応」、ＮＥＣ懇九野代表は「職場の課題を解

明する政策提言を」、神奈川総研の岡本理事は「雇用

対策法の全面活用を」、日立通信の田中さんは「子会

社に移籍させ辞める人が多い」、ルネサス懇の代表代

行は「資本のイデオロギー攻撃に対抗を」など。

シンポ終了に当たって、東京地評森田稔議長が「政

策普及に期待す

る」と題して、

古い思考から抜

け出せない現在

の産業の問題点

を抜本的に見直

すことが必要で

完成した政策提

言を広げる必用

があると強調し

ました。
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